長崎県身体障害者補助犬育成事業補助金実施要綱
　（趣旨）
第１条　県は、視覚障害者、肢体不自由者及び聴覚障害者（以下「視覚障害者等」という。）に身体障害者補助犬（身体障害者補助犬法（平成14年法律第49号）第２条に規定する盲導犬、介助犬及び聴導犬をいう。以下「補助犬」という。）の貸与（給付を含む。）を行う事業者（以下「訓練事業者」という。）に対し、当該貸与補助犬の育成に要した経費について、予算の定めるところにより、身体障害者補助犬育成事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付については、長崎県補助金等交付規則（昭和40年長崎県規則第16号。以下「規則」という。）、長崎県福祉保健部関係補助金等交付要綱（平成19年３月30日長崎県告示第460号の９）及びこの要綱に定めるところによる。
　（補助の対象及び補助率）
第２条  補助金の交付の対象となる事業（以下「事業」という。）及び経費並びにその補助率は、別表のとおりとする。
　（申請書に添付すべき書類等）
第３条  規則第４条の規定による申請書に添付すべき書類は、次のとおりとする。

　(1) 事業計画書（様式第１号）
　(2) 事業費所要額調書（様式第２号）
　(3) 歳入歳出予算書の抄本
　(4) 暴力団排除に係る誓約書（様式第３号）

　(5) その他知事が必要と認める書類

２　規則第４条の知事が定める申請書を提出することができる時期は、別に定める期日までとする。

　（補助の条件）
第４条　規則第６条第１項の規定により附する条件は、当該事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証拠書類を整備し、これを当該事業の完了の翌年度から５年間保存しなければならないこととする。
　（申請の取下げのできる期限）
第５条　規則第８条第１項の別に定める申請の取下げをすることができる期日は、補助金の交付の決定の通知を受けた日から15日を経過した日とする。
　（軽微な変更）
第６条　規則第11条第２項第１号の別に定める軽微な変更は、補助対象事業の内容の変更であって、補助金の額に変更がない場合とする。
　（事業計画変更の承認）

第７条　規則第11条第２項の事業計画変更の承認を受けようとする者は、事業計画変更申請書（様式第４号）を知事に提出しなければならない。

２　補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、育成事業中止（廃止）承認申請書（様式第５号）により知事の承認を受けなければならない。
３　補助事業及び補助犬の認定又は使用者への貸与が年度内に完了しない場合若しくは補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに知事に報告してその指示を受けなければならない。
　（実績報告）
第８条　規則第13条第１項の別に定める実績報告書に添付すべき書類は、次のとおりとし、その提出期限は、事業の完了した日から30日を経過した日（同項後段の規定に該当する場合にあっては、翌年度の４月20日）とする。

　(1) 事業報告書（様式第６号）

　(2) 事業費精算額内訳書（様式第７号）
  (3) 歳入歳出決算書の抄本
  (4) 補助犬として認定を受けたことを証する書類

　(5) 補助犬を使用者に貸与したことを証する書類

　(6) その他知事が必要と認める書類
２  消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合には、様式第８号により速やかに知事に報告しなければならない。

なお、知事に報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の全部又は一部を県に納付させることがある。
　（補助金の交付）
第９条　この補助金は、概算払の方法により交付することができる。
　　　附　則

　この要綱は、平成16年度の予算に係る身体障害者補助犬育成事業補助金から適用する。

　　　附　則

　この要綱は、平成17年度の予算に係る身体障害者補助犬育成事業補助金から適用する。

　　　附　則
　この要綱は、平成19年度の予算に係る身体障害者補助犬育成事業補助金から適用する。

　　　附　則

１　この要綱は、平成22年度の予算に係る身体障害者補助犬育成事業補助金から適用する。

２　平成25年11月30日までの間における改正後の別表事業主体の欄の規定の適用については、同中「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成18年法律第48号）第２条第１号の規定により設立された一般社団法人等及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成18年法律第49号）第２条第３号の規定により設立された公益法人」とあるのは「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成18年法律第48号）第２条第１号の規定により設立された一般社団法人等及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成18年法律第49号）第２条第３号の規定により設立された公益法人並びに一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成18年法律第50号）第42条第２項の規定により設立された特例民法法人」とする。

　　　
附　則
　この要綱は、平成25年度の予算に係る身体障害者補助犬育成事業補助金から適用する。
附　則

この要綱は、平成28年度の予算に係る身体障害者補助犬育成事業補助金から適用する。
附　則

この要綱は、平成29年度の予算に係る身体障害者補助犬育成事業補助金から適用する。

別表

	事　　　業
	事  業  主  体
	経      費
	補 助 率

	身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号。以下「法」という。）第33条に規定する盲導犬訓練施設を経営する事業
	社会福祉法（昭和26年法律第45号）第31条第１項の規定により設立された社会福祉法人、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成18年法律第48号）第２条第１号の規定により設立された一般社団法人等及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成18年法律第49号）第２条第３号の規定により設立された公益法人、又は特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第10条第１項の規定により設立された特定非営利活動法人であって、左記のいずれかの事業を行う者であり、長崎県身体障害者補助犬貸与助成事業実施要綱に基づく訓練事業者の決定を受けた者
	事業実施年度中に補助犬の貸与が完了し、長崎県内に１年以上居住する視覚障害者等が使用を開始した当該補助犬の育成（候補犬の購入費及び身体障害者補助犬法第16条に基づく指定法人による補助犬の認定料を含む。）に直接要した報酬、給料、職員手当等、賃金、共済費、報償費、旅費、需用費（消耗品費、改造費、燃料費、食糧費、印刷製本費、光熱水費及び修繕料）、役務費（通信運搬費、手数料及び保険料）、委託料、使用料及び賃借料、備品購入費、公課費


	10分の10以内

	法第４条の２第３項に規定する介助犬訓練事業
	
	
	

	法第４条の２第３項に規定する聴導犬訓練事業
	
	
	


様式第１号（第３条関係）

身体障害者補助犬育成事業　事業計画書

１　育成補助犬の種類

	盲導犬　　　　　介助犬　　　　　聴導犬


２　補助犬使用候補者

	氏　　　名
	

	住　　　所
	

	補助犬の必要な理由及び補助犬の使用による効果




３　育成予定犬

	犬　　　名
	

	生年月日
	　　　　　　年　　　月　　　日生まれ（満　　　歳）

	犬　　　種
	

	所有形態
	　訓練事業者所有　　使用予定者所有　　その他（　　　　　）


４　育成計画

	訓練申込日
	　　　　　年　　月　　日（予定）

	訓練終了日
	　　　　　年　　月　　日（予定）

	補助犬認定日
	　　　　　年　　月　　日（予定）

	貸与引渡し日
	　　　　　年　　月　　日（予定）


様式第２号（第３条関係）

　　　　　　　　年度　長崎県身体障害者補助犬育成事業補助金申請額内訳書
１　補助金申請額内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	区　　　分
	総事業費
Ａ
	寄付金その他

の収入　　Ｂ
	自己財源
Ｃ
	県補助金所要額

（Ａ－Ｂ－Ｃ）

	育成事業費
	
	
	
	


２　事業費内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	事　業　費　内　訳
	金　　額
	備　　考

	直　接　経　費
	　　候補犬購入費
	
	

	
	　　犬　　具　　費
	
	

	
	　　飼　　育　　費
	
	

	
	　　医　　療　　費
	
	

	
	　　歩行指導費
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	　　　小　　　計
	
	

	間　接　経　費
	　　車輌・交通費
	
	

	
	　　施設管理費
	
	

	
	　　光　熱　水　費
	
	

	
	　　通　　信　　費
	
	

	
	　　消　耗　品　費
	
	

	
	　　人　　件　　費
	
	

	
	
	
	

	
	　　　小　　　計
	
	

	合　　　　　計
	
	


様式第３号（第３条関係）　
　　年　　月　　日　
　長崎県知事　　　　　　　　　様
申請者　　住　所　　　　　　　　　　　　　　

氏　名　　　　　　　　　　　　　印　　
暴力団排除に係る誓約書
　私は、　　　　年度長崎県身体障害者補助犬育成事業補助金の交付申請を行うにあたり、次の事項について誓約します。
　なお、県が必要な場合には、長崎県警察本部に照会することについて承諾します。

· チェック欄（誓約の場合、□ にチェックを入れてください。）
　□　自己及び本事業実施主体の構成員等は、次のアからウのいずれにも該当するものではありません。また、事業実施主体の運営に対し、次のアからウのいずれの関与もありません。
　　ア　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
　　イ　暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
　　ウ　暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者その他知事が認めるもの

　□　補助事業等又は間接補助事業等を行うにあたり、上記アからウに掲げる者（以下「暴力団等」という。）と契約を締結しません。
　□　暴力団等をこの事業に係る間接補助事業者にしません。
　□　暴力団等から不当な要求行為を受けた場合は、速やかに県に報告するとともに、警察に通報します。
· 県では、長崎県暴力団排除条例に基づき、行政事務全般から暴力団を排除するため、申請者に暴力団等でない旨の誓約をお願いしています。
様式第４号（第７条関係）
番　　　　　号
年　　月　　日
　長崎県知事　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　訓練事業者代表者名　　　　　　印

　　　　　　　 　　　年度長崎県身体障害者補助犬育成事業補助金

　　　　　　　 に係る事業計画変更申請について

　　　　　年　　月　　日長崎県指令　　第　　　号をもって交付決定があった　　　年度長崎県身体障害者補助犬育成事業補助金について、長崎県補助金等交付規則（昭和40年長崎県規則第16号）第11条第２項第１号の規定に基づき関係書類を添えて申請します。
記
１　事業計画の変更理由
２　事業計画の変更内容
	変更前
	変更後

	
	


３　添付書類
　(1) 事業計画書
　(2) 長崎県身体障害者補助犬育成事業補助金申請額内訳書（様式第２号）
　（注）(1)及び(2)は、当初申請と異なる箇所については変更前を上段に（　）書きし、

　　　変更後を下段に記入すること
  (3) 歳入歳出予算書の抄本

様式第５号（第７条関係）
番　　　　　号
年　　月　　日
　長崎県知事　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　訓練事業者代表者名　　　　　　印

　　　　　　　 　　　年度長崎県身体障害者補助犬育成事業補助金

　　　　　　　 に係る中止（廃止）承認申請について

　　　　　年　　月　　日長崎県指令　　第　　　号をもって交付決定があった　　　年度長崎県身体障害者補助犬育成事業補助金について、長崎県補助金等交付規則（昭和40年長崎県規則第16号）第11条第２項第２号の規定に基づき関係書類を添えて申請します。
記
１　中止（廃止）の理由
２　中止の期間

様式第６号（第８条関係）

身体障害者補助犬育成事業　事業報告書

１　育成補助犬の種類

	盲導犬　　　　　介助犬　　　　　聴導犬


２　補助犬使用者

	氏　　　名
	

	住　　　所
	


３　育成予定犬

	犬　　　名
	

	生年月日
	　　　　　　年　　　月　　　日生まれ（満　　　歳）

	犬　　　種
	

	所有形態
	　訓練事業者所有　　使用予定者所有　　その他（　　　　　）


４　育成計画

	訓練申込日
	　　　　　年　　月　　日

	訓練終了日
	　　　　　年　　月　　日

	補助犬認定日
	　　　　　年　　月　　日

	貸与引渡し日
	　　　　　年　　月　　日


５　添付書類

　(1) 身体障害者補助犬法第12条第１項に定める身体障害者補助犬の表示の写し

　(2) 貸与に関する契約書等の写し

様式第７号（第８条関係）

　　　　　　　　年度　長崎県身体障害者補助犬育成事業補助金精算額内訳書
１　補助金精算額内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	区　　分
	総事業費

　　　①
	寄付金収

入、自己

財源等②
	県補助金

所 要 額

③(①-②)
	県補助金

既交付決

定額　④
	③、④いず

れか少ない

方の額　⑤
	県補助金

受入済額
	差引過(△)

不　足　額

⑦(⑤－⑥)
	備考

	育成事業費
	
	
	
	
	
	
	
	


２　事業費精算額内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	事　業　費　内　訳
	金　　額
	備　　考

	直　接　経　費
	　　候補犬購入費
	
	

	
	　　犬　　具　　費
	
	

	
	　　飼　　育　　費
	
	

	
	　　医　　療　　費
	
	

	
	　　歩行指導費
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	　　　小　　　計
	
	

	間　接　経　費
	　　車輌・交通費
	
	

	
	　　施設管理費
	
	

	
	　　光　熱　水　費
	
	

	
	　　通　　信　　費
	
	

	
	　　消　耗　品　費
	
	

	
	　　人　　件　　費
	
	

	
	
	
	

	
	　　　小　　　計
	
	

	合　　　　　計
	
	


３　添付書類

　　支出を証明する書類

様式第８号（第８条関係）
第　　　　　号
年　　月　　日
長崎県知事　　　　　　　　　様
申請者　住所
氏名　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書
　　年　　月　　日付長崎県指令　第　　号により交付決定があった長崎県身体障害者補助犬育成事業補助金について、交付決定通知により交付された条件に基づき下記のとおり報告します。
１．補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第１５条に基づく額の確定額又は事業実績報告額
金　　　　　　　　　　　　円
２．消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助金返還相当額）
金　　　　　　　　　　　　円
注：別添参考となる書類（２の金額の積算の内訳等）
